
 

昨年９月にスポーツ庁より『休日部活動の地域移行』の方針が示されたことをご存じですか？働き方改革の「業

務の負担軽減のため」と示されていますが、この方針のねらいには次のような理由もあります。 

  

 

 

現在、少子化は急速に進んでいて、学校単位では運動

部活動が成立せず、近隣の学校と合同で大会に参加して

いるチームが急増しています。 

県内の１５年後の中学３年生の人数は、現在の中学３

年生の人数と比較して、県全体で70%となります。こ

の数字を見ても近いうちにより多くの学校で、学校単位

では運動部活動（特に集団競技）が成り立たない状況が

現実となってしまいます。つまり部活動の地域移行を推

進することは、子どもたちのニーズに応える新たなスポ

ーツ環境を整備していくことにも繋がります。 

 

 

 

休日の部活動の段階的な地域移行を進めるに

あたっては『市町村の生涯スポーツ所管部局』と

『市町村教育委員会』が両輪となって、連携を図

っていく必要があります。 

左の図に示した休日の部活動の段階的な地域

移行に向けての役割や内容は、あくまでも現段階

で見えていることを示したものであるので、令和

３年度以降の実践研究により、変わったり、より

明確になったりするものと考えられます。 

 

    休 日 部 活 動 の 地 域 移 行 へ 

進む少子化 → スポーツ環境の整備 

スポーツ行政と教育委員会の連携 

未来の子どもたちのために、この地域移行がより円滑に推進されるよう、最新の情報

を提供すると共に地域の実態に合った形を一緒に考えさせていただきたいと思います。 


